
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生命保険契約に関する権利 

Tasaka tax accountant office 

いつもお世話になっております。 

あじさいの色の変化が楽しめる頃となってまいりました。 

いかがお過ごしでしょうか 

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 
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家族の将来の生活保障と資産形成のため生命

保険を掛けている場合、保険の対象としていた

被保険者が亡くなる前に、保険料を支払ってい

た保険料負担者が亡くなると思わぬ課税を受け

ることがあります。 

 

◆生命保険契約の権利に課税される要件 

 次の要件に該当する場合、生命保険契約の承

継者には、取得した生命保険契約に関する権利

に解約返戻金相当額で相続税が課されます。 

１．解約返戻金のある生命保険であること 

 例えば夫が妻に生命保険を掛けます。掛け捨

ての保険ではなく、解約返戻金のある終身保険

や養老保険で、保険契約者は夫、保険料も夫が

負担している場合 

２．保険料負担者が先に死亡すること 

 保険金の支払事由（被保険者である妻の死亡、

あるいは満期到来）の発生前に保険料負担者の

夫が死亡した場合 

 

◆契約の承継者に相続税が課税される 

 妻に掛けた生命保険契約は解約しない限り、

妻が死亡するまで継続するので、夫の相続人と

なる妻と子の誰かが契約を引き継ぐことになり

ます。契約を引き継いだ者は、保険契約を解約

すると解約返戻金を受けることができます。そ

こで契約者の地位を承継する相続人を遺産分割

協議によって決めると、承継者には解約返戻金

相当額で相続税が課されます。 

◆遺産分割協議を要しない場合 

上記のケースで保険契約者が妻であった場

合、保険料負担者である夫の死亡前から保険契

約者の地位は妻にあるので、契約者の承継は遺

産分割協議の対象とはならず、夫の死亡によ

り、妻に相続財産の取得があったとみなされ、

相続税が課されます。 

 

◆生命保険契約の名義変更に注意 

被保険者が死亡する前に、生命保険契約を名

義変更する場合、名義変更しただけですぐに課

税されることはありません。その後、保険料負

担者である契約者が死亡すると、相続人には上

記のように相続税が課されます。 

ところで保険契約を変更した時から相当期

間が経過し、契約者も死亡している場合、誰が

保険料を負担していたか判明しないことがあ

ります。預金通帳や生命保険会社の記録から保

険料支払者を推定することになりますが、保険

会社でも調査や解約返戻金の算定に時間がか

かります。保険契約は相続開始前に整理して、

課税関係をきちんと把握しておくと良いです

ね。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆遺産分割協議の流れ 

 遺産分割協議は、相続人全員で遺産の分け方を

話し合う手続きです。 

 遺言書がある場合は、原則遺言書通りに遺産分

割をしますが、遺言書にない遺産については分割

協議の対象となります。 

 遺産分割協議は相続人全員の参加が必須です。

参加すべき相続人を調査する必要がある場合、戸

籍資料などから確認します。 

 遺産分割の対象になる相続財産を調査・把握す

る必要もあります。遺産が後から出てきた場合、遺

産分割をやり直すことになる場合もありますが、

分割協議書に後から出てきた遺産の取扱いを記載

しておけばその通りに扱うことになります。 

 遺言書の有無、相続人の確認、遺産分割の対象に

なる財産の把握を終えた後、遺産分割の協議を行

い、合意内容を記載した遺産分割協議書に相続人

全員が署名捺印し、1通ずつ所持すれば遺産分割協

議は終了です。 

 遺産分割には法律上の期限はありませんが、相

続税の申告は「相続の開始を知った日の翌日から

10 か月以内」となっているため、それまでに遺産

分割を完了しておくとスムーズです。 

 

◆分割ができなかった場合の相続税申告 

 10 か月以内に遺産分割が終わらない場合は、暫

定的に法定相続分による相続税申告を行います。

後に修正申告や更正の請求を行うことになります

が、小規模宅地等の特例や配偶者控除等の適用を

受けるためには原則期限内申告をしなければいけ

ません。期限後に優遇措置を受けるためには、暫定

的な申告時に「申告期限後 3年以内の分割見込書」

を提出する必要があります。 

◆遺産分割協議で決まらなかったら 

 遺産分割協議が決裂してしまった場合、家庭裁判

所で調停が行われます。裁判官が提示する調停案に

相続人全員が同意すれば調停は成立します。 

 遺産分割調停も不成立になった場合は、家庭裁判

所が審判を行います。法定相続分を基準としますが、

相続人から提出された主張や資料を総合的に考慮し

て、遺産分割の方法は決定されます。 

 

 

 

～人生の役に立たない雑学 vol.122～ 

 

 

相続の基本 遺産分割協議の流れ 

 

 

田 坂 税 理 士 事 務 所  http://www.tasaka-tax.com/ 

桜は散る 

梅はこぼれる 

椿は落ちる 

朝顔はしぼむ 

菊は舞う 

牡丹は崩れる 

紫陽花はしがみつく 

★花の最期★ 


